
地域医療介護総合確保昼金
令和5年度予算案:公費で1,7側億円
(医療分 1琳 円、介護分 7騨億円)
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ば誌諦手ご議島赫募動要蔽鷺聞隷蒻蔑速蒐灘訂i確!保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体
iOこのため、平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度(地域医療介護総合確保基金)を創設し、各都道府県
iに設置と各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。
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国 O基 金に関する基本的事項
a公正かつ透明なプロセスの確保 (関係者の意見を反映させる仕組みの整備 )

・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
日診療報酬 a介護報酬等との役割分担

O都 道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1/目 標と計画期間 (原則1年間)/
事業の内容、費用の額等 /事 業の評価方法※2
※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を
踏まえて設定:市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。

※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施
国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

O都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

都道府県計画及び市田T村計画 (基金事業計画)
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I-1地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

I-2地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業

Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業

Ⅲ i介護施設等の整備に関する事業(地域密着型サービス等 )

Ⅳ  医療従事者の確保に関する事業

V 介護従事者の確保に関する事業

Ⅵ  勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業

地域醒療介護総合確保基金の対象事業



地域医療介護総合確保基金 (医療分)の令和5年度予算案について

O地 域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度 (地域医療介護総合確
保基金)を創設し、各都道府県に設置。

|
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I-1地 域医療構想の達成に向けた医療
機関の施設又は設備の整備に関する事業

I-2地 域医療構想の達成に向けた病床の
機能又は病床数の変更に関する事業

Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業

Ⅲ 介護施設等の整備に関する事業

(地域密着型サービス等 )

Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業

V介 護従事者の確保に関する事業

Ⅵ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の

整備に関する事業

※ 基金の対象事業査遅

平成26年度に医療分を対象として
I-1、 Ⅱ、Vを創設

平成27年度より介護分を対象として
Ⅲ、Vが追加  ´

令和2年度より医療分を対象として
Ⅵが追加

令和3年度より医療分を対象として
I-2が追加 28



病床機能再編支援事業

○中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般の新型コロナウイルス感染症への対応により顕在化した地域医療の

課題への対応を含め、地域の実情に応した質の高い効率的な医療提供体制を構築する必要がある。

Oこうした中、地域医療構想の実現を図る観点から、地域医療構想調整会議等の意見を踏まえ、自主的に行われる病床減少を伴
う病床機能再編や、病床減少を伴う医療機関の統合等に取り組む際の財政支援 *1を実施する。

O令和 2年度に予算事業として措置された本事業について法改正を行い、新たに地域医療介護総合確保基金の中に位置付け、
引き続き事業を実施する。 【補助スキーム :定額補助 (国 10/10)】

躁

ξと.箪独支援絵付金支給事業】

病床数の減少を伴う病床機能再編に関する計画を作成した医療機関 (統合によ

り廃止する場合も含む)に対し、減少する病床 1床当たり、病床稼働率に応した
額を支給
※病床機能再編後の対象 3区分*2の許可病床数が、平成30年度病床機能報告における
対象 3区分として報告された稼働病床数の合計の900/o以下となること

*1財
「文支援 …・使途に制約のない給付金を支給*2対象 3区分―・高度急性期機能、急性期機能、慢性期機能
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【2.統合支援給付金支給事業】
統合 (廃止病院あり)に伴い病床数を減少する場合のコス ト等に充当するため
に参加する医療機関 (統合関係医療機関)全体で減少する病床 1床当た

り、病床 T家働率に応 した額を支給 (配分は統合関係医療機関全体で調整 )

※重点支援区域として指定された関係医療機関については一層手厚く支援
※統合関係医療機関の対象 3区分の総病床数が10°/0以上減少する場合に対象

【3.債務整理支援給付金支給事業】
統合 (廃止病院あり)に伴い病床数を減少する場合において、廃止される医
の残債を統合後に残る医療機関に承継させる場合、当該引継債務に発生す

る利子について一定の上限を設けて統合後医療機関へ支給
※統合関係医療機関の対象 3区分の総病床数の100/o以上減少する場合に対象
※承継に伴い当該引継ぎ債務を金融機関等からの融資に借り換えた場合に限る

純減した50床について支給
配分はB病院を含めた統合
関係医療機関全体で調整

承継

引き継いだ債務の
利子負担を軽減

銀

廃止となる病院 統合後の病院
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医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再編を実施する場合、減少する病床数に応した

給付金を支給することにより、地域医療構想の実現に向けた取組を支援する。

1.単独支援給付金支給事業

平成30年度病床機能報告において、平成30年 7月 1日時点
の病床機能について、高度急性期機能、急性期機能及び慢:陛

期機能 (以下「対象 3区分」)と報告した病床数の減少を伴
う病床機能再編に関する計画 (以下「単独病床機能再編計
画」)を作成した医療機関の開設者又は開設者であった者。

① 単独病床機能再編計画について、地域医療構想調整会議の議論の内容
及び都道府県医療審議会の意見を踏まえ、都道府県が地域医療構想の実
現に向けて必要な取組であると認めたものであること。

② 病床機能再編を行う医療機関における病床機能再編後の対象 3区分の
許可病床数が、平成30年度病床機能報告における対象 3区分として報告
された不家働病床数の合計の900/o以下であること。

① 平成30年度病床機能報告において、対象3区分として報告された病床の稼働病床数の合計から一日平均実働病床数 r

(対象 3区分の許可病床数に対象 3区分の病床稼イ動率を乗した数)までの間の病床数の減少について、対象 3区分の病床稼働率に応じ、
減少する病床 1床当たり下記の表の額を支給。
② 一日平均実働病床数以下まで病床数が減少する場合は、二日平均実イ動病床数以下の病床数の減少については2′ 280千円/床を支給。
③ 上記①及び②の算定にあたつては、以下の病床数を除く。
・回復期機能、介護医療院に転換する病床数  ・同―開設者の医療機関へ病床を融通した場合、その融通した病床数
・過去に令和 2年度病床機能再編支援補助金における病床削減支援給付金及び本事業の支給対象となつた病床数

(H30年度病床機能報告 ) (病床機能再編後)
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０
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<許可病床60床>

一
日
平
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病床不家働率6SO/。

2

/床?′ 280千円
(最高単価)

②

×18床 =
41′ 040千円

休床の減少分は

算定に含めない

35′ 1121‐ 円

(病床稼l動率65。/oの単価)

x22床 =

① l′ 596千円/床

1,140千円

1,3681円

1,596F円

1′ 824千円

2′952干円

2,230千円

500/0未満

500/o以上600/。未満

600/。以上700/0未満

700/O以上800/0未満

800/0以上900/0未満

900/o以上

病床稼働率   減少する場合の 1床当たりの単価

① (35′ 112千円)+② (41′040千円)=76′ 152千円の支給



2.統合支援給付金支給事業

複数の医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再編を実施し統合する場合、当該統合に参
加する医療機関に給付金を支給することにより、地域医療構想の実現に向けた取組を支援する。

r▼君絣 、し▼―

平成30年度病床機能報告において、平成30年 7月 1日
時点の病床機能について、高度急性期機能、急性期機能
及び慢性期機能 (以下「対象 3区分」)と報告した病床
数の減少を伴う統合計画に参加する医療機関 (以下「統

合関係医療機関」)の開設者。

統合計画について、地域医療構想調整会議の議論の内容及び都道府県医療
審議会の意見を踏まえ、者B道府県が地域医療構想の実現に向けて必要な取組
であると認めたものであること。

統合関係医療機関のうち 1以上の病院が廃止 (有床診療所化又は無床診療
所化も含む。)となること。
統合後、統合関係医療機関のうち 1以上の医療機関が運営されていること。
令和 8年 3月 31日までに統合が完了する計画であり、すべての統合関係医
療機関が計画に合意していること。

統合関係医療機関の対象 3区分の総病床数が 10°/0以上減少すること。

①

②

③
④

⑤

① 統合関係医療機関ごとに、平成30年度病床機能報告において、対象 3区分として報告された病床の稼働病床数の合計から一日平均実
働病床数 (対象 3区分の許可病床数に対象 3区分の病床稼働率を乗した数)までの間の病床数の減少について、対象 3区分の病床不家働
率に応し、減少する病床 1床当たり下記の表に基づいて算出された額の合計額を支給。
② 一日平均実働病床数以下まで病床が減少する場合は、一日平均実働病床数以下の病床数の減少|こついては2,280千円/床を支給。
③ 上記①及び②の算定に当たつては、統合関係医療機関間の病床融通数、回復期機能への転換病床数及び介護医療院への転換病床数を
除く。

④ 重点支援区域として指定された統合関係医療機関については、上記①及び②により算定された金額に1.5を乗した額の合計額を支給j

(統合後 )

ざ
~端
戻発深~落
床お席

'

病床 100床

B総合病院
(存続 )
140床

(H30年度病床機能報告 )

A病院

対象 3区分の
イ家働病床数
100床

一
日
平
均

実
働
病
床
数病床稼働蒸650/O

B病院 病床 100床

B病院ヘ
融通

→
吟
※配分は統合関係医療機関全体で調整。 醜 3

1翻

重点支援区域

の場合は

さらに1.5倍

① l′ 596千円/床×35床 =55′ 860千円
迎粒潤医働至650/。の単lttl

②  2′280千円/床×25庁木 =57′ 000千円
(最高単価)

融通分40床 1,140千円

1,368千円

1,596千円

1,824千円

2,052千円

2′ 280千 円

500/。未満

500/。以上600/。未満

600/。以上700/。未満

700/。以上800/o未満

800/。以上900/。未満

900/o以 上

病床稼働率    減少する場合の 1床当たりの単1面

① (耳 5′860千円)+② (57′ 000千円)〓 112′860千円の支給



3.債務整理支援給付金支給事業

複数の医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再編を実施し統合する

よつて廃止となる医療機関の未返済の債務を、統合後に存続する医療機関が新たに融資を受けて返済する際の、当該融資に係

る利子の全部又は一部に相当する額に係る給付金を支給することにより、地域医療構想の実現に向けた取組を支援する。

、当該統合に

日 縦 セ
ー

地域医療構想の実現に資する統合計画に

参加し、統合後に存続している医療機関で

あつて、統合によつて廃止となる医療機関
の未返済の債務を返済するために金融機関
から新たに融資を受けた医療機関 (以下
F承継医療機関」)の開設者。

① 地域医療構想調整会議の議論の内容及び都道府県医療審議会の意見を踏まえ、者B道府県が
地域医療構想の実現に向けて必要な取組であると認めた統合計画による統合後に存続してい

る医療機関であること。
ていること6)
② 統合関係医療機関のうち 1以上の病院が廃止 (有床診療所化又は無床診療所化も含む。)
となること。

③ 統合後、統合関係医療機関のうち 1以上の医療機関が運営されていること。
④ 統合によつて廃止となる医療機関の未返済の債務を返済するために金融機関から新たに融
資を受けていること。

⑤ 金融機関から取引停止処分を受けていないこと。
③ 国税、社会保険料又は労働保険料を滞納していないこと。

承継病院が統合によつて廃止となる医療機関の未返済の債務を返済するために、金融機関から新たに受けた融資に対する利子の総額。

ただし、融資期間は20年、元本に対する利率は年0.50/0を上限として算定。
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